
４．四半期損益計算書
（単位：百万円）

873,165 1,183,625

603,331 767,047

( う ち 保 険 料 ) ( 602,142 ) ( 766,083 )

251,773 403,515

( う ち 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ) ( 202,548 ) ( 203,202 )

( う ち 金 銭 の 信 託 運 用 益 ) ( 1,033 ) ( 927 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 15,369 ) ( 38,643 )

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ) ( 11,343 ) ( ― )

18,059 13,062

825,023 1,141,678

574,578 751,749

( う ち 保 険 金 ) ( 138,558 ) ( 190,943 )

( う ち 年 金 ) ( 155,602 ) ( 149,393 )

( う ち 給 付 金 ) ( 115,076 ) ( 127,672 )

( う ち 解 約 返 戻 金 ) ( 136,411 ) ( 249,943 )

( う ち そ の 他 返 戻 金 ) ( 28,188 ) ( 33,432 )

77,919 131,310

― 2,070

77,904 129,226

15 13

46,969 128,082

( う ち 支 払 利 息 ) ( 4,011 ) ( 5,881 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) ( 2,586 ) ( 1,631 )

( う ち 有 価 証 券 評 価 損 ) ( 5,790 ) ( 4,903 )

( う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ) ( 16,674 ) ( 83,282 )

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ) ( ― ) ( 17,779 )

93,232 96,576

32,322 33,958

48,142 41,946

0 ―

0 ―

7,084 7,570

2,227 389

237 104

― 1,602

4,410 5,082

210 391

41,057 34,376

*1 1,519 586

1,519 586

39,537 33,790

 *1　法人税及び住民税には、法人税等調整額を含んでいます。

第１四半期累計期間 第１四半期累計期間

経 常 収 益

２０２１年度 ２０２２年度

２０２１年 ６月３０日まで ２０２２年 ６月３０日まで

２０２１年 ４月　１日から ２０２２年 ４月　１日から

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

金      額 金      額

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 等 処 分 益

特 別 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

減 損 損 失

法 人 税 等 合 計

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

四 半 期 純 剰 余

子会社株式及び関連会社株式評価損

税 引 前 四 半 期 純 剰 余

法 人 税 及 び 住 民 税

科 目

期 別
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

1．重要な会計方針の変更 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第 1 四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第 27-2 項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしております。 

これにより、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券として取得原価をもって貸借対照表価額と

していた一部の投資信託について、時価をもって貸借対照表価額とすることに変更しております。 

2．四半期特有の会計処理 

（1）四半期貸借対照表については、前年度の剰余金処分案が 2022 年 7 月 5 日の総代会にて承認されることを前提と

しております。 

（2）税金費用については、当第 1四半期累計期間を含む会計年度の税引前当期純剰余に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純剰余に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税及び住民税に含めて計算しております。 

3．責任準備金には、保険業法施行規則第 69 条第 5項の規定に基づき積み立てた以下のものが含まれております。 

・変額保険契約および 1995 年 9 月 2日以降に契約締結した一時払養老保険契約を対象として 2014 年度において積み

立てたもの 

・1998 年 4 月 2日以降に契約締結した一時払個人年金保険契約を対象として 2017 年度において積み立てたもの 

・1999 年 4 月 1日以前に契約締結した個人年金保険契約（上記の一時払個人年金保険契約を除く）を対象として、予

定利率 2.00％を用いて保険料積立金を計算したことにより生じた差額を 2020 年度からの 2 年間にわたって積み立

てたもの 

4．社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高 281,323 百万円

前期剰余金よりの繰入予定額 151,453 百万円

当第 1四半期累計期間社員配当金支払額 51,108 百万円

利息による増加等 13 百万円

当第 1四半期会計期間末現在高 381,681 百万円

 

5．2022 年 8 月 1日に基金を 50,000 百万円償却したことに伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第 56 条の規定によ

る基金償却積立金へ振り替えております。 

6．消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の貸借対照表価額

は 5,090,860 百万円、売現先取引により買戻し条件付で売却した有価証券の貸借対照表価額は 653,527 百万円であ

ります。 

7．負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債および外貨建劣

後特約付社債であります。 

8．負債の部のその他の負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

200,000 百万円を含んでおります。 

9．負債の部のその他の負債には、債券貸借取引に伴う受入担保金 3,815,056 百万円を含んでおります。 

10．2022 年 8 月 3 日に、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 71,600 百万

円による調達を実施しております。 
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注記事項 

（四半期損益計算書関係） 

1．当第 1四半期累計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

(1)資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で 1つの資産グループとしております。また、

保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに 1 つの資産グ

ループとしております。 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

(3)減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途  件 数 減  損  損  失（百万円） 

     土 地 建 物  計 

賃貸不動産等  0 件 － － －

遊休不動産等  1 件 51 53 104

合 計  1 件 51 53 104

 

(4)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産等については

正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については見積乖離リスクを反映させた将来キャッシュ・フロ

ーを 1.73％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価

額等から処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価格等を基準にした評価額等をもとに算定しております。 
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